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平成２５年度水防功労者国土交通大臣表彰

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室

　平成２５年度水防功労者国土交通大臣表彰式が、１１
月２５日に挙行され、水防活動で著しい功績のあった
２団体及び永年にわたり水防活動に従事し顕著な功
労のあった２１名の方々が受賞されました。
　我が国は、地形、気象等の自然条件が厳しいため、
毎年のように豪雨や台風による洪水が全国各地で発
生しております。今年度も ７月末豪雨や台風18号、
台風26号などの数多くの台風により激甚な被害が発
生したところです。
　国土交通省は、治水事業を推進し、災害に強い強
靱な国土づくりを進めておりますが、洪水時に災害
現場の最前線で水防団員・消防団員が行う水防活動
は、治水との「車の両輪」として、災害から国民の
生命と財産を守り、被害の防止、軽減を図る上で極
めて重要な役割を担っております。
　今回表彰を受けられました団体は、今年度の ７月
末豪雨に際し、降り続く豪雨、河川の増水という極
めて危険な状況の下、住民の安全を守るという確固
たる信念を持ち、昼夜を分かたず団員一丸となって
水防活動や避難誘導に尽力されるなど、地域の被害
の軽減のために多大なる貢献をされました。
　また、個人功労者については、豊富な経験と情熱
を持つ優れた指導者として、永年にわたり水防意識
の高揚や団員の指導・育成に当たられるとともに、
洪水に際しては、悪条件の下、率先して陣頭指揮を
執られるなど、その功績は誠に顕著であり、他の模
範となるものです。
　なお、水防団員として永年勤続され、退職された
方 （々全国で２８５名）に対する国土交通大臣報償も各
府県より伝達される予定です。
　本年度の受賞者は次のとおりです。

１．水防功労者国土交通大臣表彰受賞者（敬称略）
⑴　団　　体（ ２団体）
　・栗原市消防団（宮城県）

　・萩市消防団（山口県）

⑵　個　　人（２1名）
　・小　栗　隆　司（岐阜県）
　　　　［岐阜市金華水防団　副団長］
　・加　藤　久　男（岐阜県）
　　　　［岐阜市方県水防団　団長］
　・粥　川　誠　二（岐阜県）
　　　　［岐阜市鷺山水防団　団長］
　・杉　山　達　男（岐阜県）
　　　　［岐阜市鏡島水防団　団長］
　・髙　橋　　　正（岐阜県）
　　　　［岐阜市則武水防団　副団長］
　・森　口　義　博（岐阜県）
　　　　［岐阜市黒野水防団　団長］
　・市　川　　　孝（岐阜県）
　　　　［羽島市水防団　団長］
　・小　池　　　修（岐阜県）
　　　　［羽島市水防団　分団長］
　・伊　藤　　　勇（岐阜県）
　　　　［木曽川右岸地帯水防事務組合茜部水防団
　　　　団長］
　・大　竹　武　雄（岐阜県）
　　　　［木曽川右岸地帯水防事務組合
　　　　岐南西水防団　団長］
　・川　口　　　賢（岐阜県）
　　　　［木曽川右岸地帯水防事務組合門間水防団　
　　　　団長］
　・杉　江　 　昭（岐阜県）
　　　　［木曽川右岸地帯水防事務組合
　　　　岐南東水防団　団長］
　・柏　木　伸　一（静岡県）
　　　　［静岡市水防団　分団長］
　・洞　口　幸　雄（静岡県）
　　　　［静岡市水防団　分団長］
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　・西　川　輝　彥（大阪府）
　　　　［淀川左岸水防事務組合水防団　副団長］
　・濵　垣　芳　規（大阪府）
　　　　［淀川左岸水防事務組合水防団　分団長］
　・松　本　優治郎（大阪府）
　　　　［淀川左岸水防事務組合水防団　分団長］
　・奥　田　澄　男（大阪府）
　　　　［淀川右岸水防事務組合水防団　分団長］
　・橋　本　秀　治（大阪府）
　　　　［淀川右岸水防事務組合水防団　分団長］
　・松　本　保　則（大阪府）
　　　　［大和川右岸水防事務組合水防団　分団長］
　・保　井　壽　夫（大阪府）
　　　　［大和川右岸水防事務組合水防団　分団長］

府　県　名 受 賞 者 数
埼 玉 県 ９
神 奈 川 県 ６
岐 阜 県 ５６
静 岡 県 ８８
愛 知 県 １
京 都 府 ２０
大 阪 府 １０５

合　　　計 ２８５

受賞者代表 謝辞（萩市消防団 山根勝美 総括団長）表彰状の授与

記念撮影

２ ．退職水防団員等報償受賞者府県別内訳
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平成２５年度 大規模津波・地震防災総合訓練

国土交通省水管理・国土保全局防災課災害対策室

　１１月９日（土）茨城県の「常陸那珂港」において、
茨城県、ひたちなか市、笠間市とともに、大規模津
波・地震防災総合訓練を実施しました。
　この訓練は、津波対策について広く国民の理解と
関心を深めるため、平成16年12月26日に発生したス
マトラ島沖大地震に伴うインド洋津波災害を踏まえ
て、平成17年度より毎年実施している実戦型の防災
訓練です。
　特に昨年度からは、東日本大震災の教訓を踏まえ、
関係機関・組織・住民等との地域レベル、広域レベ
ルの連携に重点を置き、11月 5 日「津波防災の日」
に併せて実施しました。
　今回の訓練のポイントは、

①港湾関係者や近隣企業が一体となって避難を行う
②全国の地方整備局等（北海道、東北、関東、北陸、
中部）からTEC︲FORCEの広域派遣を行う
③自衛隊のヘリコプターによりTEC︲FORCE の輸
送を行う
の ３点です。
　訓練には、１５４機関の行政機関や企業、民間団体、
地域住民が参加し、国営ひたち海浜公園において開
催した防災フェアへの来場者を含めて、約14,000人
の参加がありました。
　今回の訓練で得られた教訓は、関係機関等で共有
し大規模津波への備えを万全にするために活用して
いきます。



平 成 25 年 12 月  1  日 防 災 （5）第 774 号



（6） 第 774 号 防 災 平 成 25 年 12 月  1  日



平 成 25 年 12 月  1  日 防 災 （7）第 774 号

平成２５年災害における TEC-FORCE派遣

国土交通省水管理・国土保全局防災課災害対策室

　平成２５年の災害において派遣したTEC–FORCE
は、１,３７４人（11月25日現在）、全国の地方整備局等
から３１都道府県、９０市町村に隊員を派遣し、発災直
後から被災状況の把握や被害拡大防止などの技術的

な支援を実施しました。また、排水ポンプ車252台、
照明車178台、衛星通信車99台など延べ566台を現地
派遣し、被災地における通信の確保や排水作業を実
施しました。
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平成25年10月15日から10月16日までの間の暴風雨
による災害復旧事業の査定の簡素化について

国土交通省水管理・国土保全局防災課

　平成25年10月15日から10月16日までの間の暴風雨
による被災地域の早期復旧を支援するため、災害復
旧の迅速化に向け、次のとおり自治体の災害復旧事
業の査定を簡素化することといたしましたのでお知
らせします。

①　総合単価使用限度額の拡大
積上げ積算をしなくてもよい限度額を拡大
　■千葉県、東京都（大島支庁管内）：
　　１千万円未満（通常）→  ２ 千万円未満

②　机上査定額の拡大
　実地によらずに査定ができる限度額を拡大
　■千葉県、東京都（大島支庁管内）：
　　 ３百万円未満（通常）→  １ 千万円未満

③　設計図書の簡素化
　落橋や土砂崩落等により被災状況の確認が困難で
ある場合、設計書添付図面を必要最小限に簡素化
　■東京都（大島支庁管内）
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《各県コーナー》

１．はじめに
　平成23年 3 月11日14時46分に三陸沖で発生した
マグニチュード9.0の大地震により、青森県全域
で震度 5強～ 3を観測しました。
　この地震により、気象庁では11日14時49分に青
森県太平洋沿岸に津波警報、青森県日本海沿岸に
津波注意報を発表し、同日15時14分には太平洋沿
岸で大津波警報、青森県日本海沿岸で津波警報、
15時30分に陸奥湾で津波警報を発表し、青森県全
沿岸で津波警報・注意報が発表されました。
　地震後間もなく東日本の太平洋沿岸を中心に非

ど、災害復旧等の業務にあたりました。こ
の結果、すみやかな応急対策が実施され、
本格的な災害復旧についても平成25年 3 月
末までに完了したところです。
　今回の災害では、発生した津波が従来の
想定をはるかに超えた規模であり、かつて
ない大きな教訓をもたらすこととなりまし
た。防護施設に過度に依存した防災対策に
は問題があり、最大規模の災害が発生した
場合においても「なんとしても人命は守る」
という住民避難を軸とした総合的な防災対
策が重要となっています。

津波の痕跡高

震央・震度分布（気象庁資料）

常に高い津波が襲来し、八戸検潮所（気象庁）で
は15時21分に0.7ｍの第一波（引き波）が観測され、
最大波は16時57分に観測された4.2ｍ以上とされ
ています。津波により観測施設が大きな被害を受
けたため、観測データを把握できませんでしたが、
この最大波より高い津波が襲来したものと推定さ
れ、その後の痕跡調査で階上町から三沢市の範囲
で概ね8.3ｍ（T.P）の痕跡高が確認されています。
　ライフライン関係では、地震発生時から県内ほ
ぼ全世帯にあたる約90万世帯で停電となり、また
各地で断水が発生し、鉄路、空路も一時運休状態
となりました。この地震による被害額は、公共文
教、健康福祉及び商工関係施設や農林水産及び土
木関係施設も含めると総額1,343億円超と大きな
被害となりました。

２ ．公共土木施設の被害と復旧状況
　この災害に際し、河川、海岸、港湾、下水道等
の公共土木施設が大きな被害を受けたことから、
県土整備部では、地震発生と同時に設置された災
害対策本部のもと、直ちに応援体制を組織し、県
内のみならず東北各県に多くの職員を派遣するな

青森県における東北地方太平洋沖地震の公共土
木施設の復旧概要について

………………………………青森県県土整備部河川砂防課
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《各県コーナー》

　海岸（港湾区域を除く）では、 4海岸、13箇
所、約 7億 1千万円の被害が発生しました。被害
分布は三八上北地方の太平洋沿岸で、主な被害形
態は、津波が海岸堤防を越水した際に裏法尻が洗
掘され、裏法面の被覆ブロック工の流出、堤防の
欠壊によるものです。その他、津波外力による離
岸堤や突堤のブロックの流出などの被害がありま
した。八戸市の市川海岸からおいらせ町の横道海
岸にかけて、津波が越水し、一部堤防の被害があ
ったものの、地震対策のため、堤防嵩上事業を実
施中であったことから、背後の工業団地等は大き
な被害を免れました。
　今回の津波被害の発生を受け、最大クラスの津
波を想定した津波浸水予測図を作成し、県民の津
波避難対策に資することを目的として、平成24年
1 月に「青森県海岸津波対策検討会」を設置し、
太平洋沿岸は平成24年10月、残りの全沿岸は、平
成25年 1 月に津波浸水予測図を公表しています。
　河川（直轄河川を除く）では、 3河川、 6箇

津波の浸水域と遡上延長

東北地方太平洋沖地震の公共土木施設
災害査定額（青森県）

東北地方太平洋沖地震の主な公共土木施設災害箇所図

L=2,500m 

L=5,500m 

L=4,840m 

L=10km 

L=900m 

L=6,880m 
L=1,480m 
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《各県コーナー》

被災時
海岸被災状況（横道海岸：おいらせ町）

完成

被災時
海岸被災状況（百石海岸：おいらせ町）

完成

被災時
海岸被災状況（二の川防潮水門：おいらせ町）

完成
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《各県コーナー》

所、約 1億 3千万円の被害が発生しました。被害
分布は、三八上北地方の太平洋沿岸と一部の内陸
で、主な被害形態は、津波の遡上・越水による裏
法面からの浸食が原因の護岸、堤防の欠壊となっ
ています。内陸の猿辺川では、地震による振動で
地盤が緩み、河川の土羽護岸が流失しました。五
戸川では、津波により堤防が一部破堤しましたが、
その後の融雪出水に備え、応急工事を直ちに実施
し、平成23年11月に復旧工事が完了しました。
　砂防施設では、 1河川、 1箇所、約 1千 5百万
円の被害が発生しました。被害があったのは田子
町の獅々内川の砂防流路工で、地震により地盤が
緩み、護岸が倒壊しました。住宅が隣接していた
ため、横組の抑え土止め杭、シート張など応急仮
工事を実施した後、本工事に着手し、平成24年 5

月に復旧工事が完了しました。
　都市施設では、15施設、約 9億 6千万円の被害
が発生しました。
　下水道施設の被害としては、津波によるポンプ
施設の機械・電気設備の損壊、地震による曝気槽
流入水路への亀裂発生等となっています。また、
公園施設の被害としては、地震による休養施設の
損壊、津波による運動施設、遊戯施設、管理施設、
教養施設等の損壊となっています。
　道路施設では、津波により冠水した道路の舗装
洗掘、津波漂流物衝突による橋梁高欄の破損など
が発生しました。その他、津波で冠水した道路に
は、がれきが多数堆積したため、震災翌日より撤
去作業を行い、 3日後の 3月15日午後には撤去が
ほぼ完了し、全線で通行が可能となりました。

被災時
河川被災状況（五戸川：八戸市）

完成

被災時
砂防施設被災状況（獅々内川：田子町）

完成
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《各県コーナー》

被災時
下水道施設被災状況（八戸中継ポンプ場：八戸市）

完成

被災時
道路施設被災状況（八戸階上線：八戸市）

完成

３．おわりに
　東北地方太平洋沖地震の公共土木施設の災害復
旧につきましては、河川、海岸災等の事前協議な
ど、国土交通省防災課をはじめとして関係機関の
ご指導を頂き、応急工事や災害査定を進め、平成
25年 3 月末までに本工事がすべて完成しました。
　しかしながら、県及び市町村の職員削減に加え、
技術職員の大量退職と取り巻く環境は大変厳しい
ものとなっております。今後、災害復旧事業の経
験者が不足することを踏まえ、本県では県及び市
町村職員向けに災害査定講習会を実施し、査定用
図面の作成、現地の杭打ち等の演習を行っていま
す。今後、講習会の内容をより充実する必要があ
ることから、月刊防災を始めとする機関紙などを
通じ、情報を収集していきたいと考えております。

平成 24 年 災害査定講習会
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大分県の平成24年災害の取組について

………………大分県土木建築部河川課

１．大分県の概況（地形、気候）
　大分県は九州の北東部に位置し、東西１１９㎞、
南北１０６㎞、総面積６，３40㎢は全国の１．７％にあた
ります。
　地形的には、広大な火山地域、深い山地や谷、
変化に富んだ海岸線に恵まれて、阿蘇くじゅう国
立公園、瀬戸内海国立公園などを始めとして国定
公園や県立自然公園等の自然公園地域は県総面積
の約２８％にも達しており、地質的には中央構造線
により南北に分かれ、古いものから色々な時代の
地層が揃い、火成作用、変成作用、地殻変動を受
けたことにより多様な地質分布を示しています。
この複雑な地質と多様な地形が美しく豊かな自然
に恵まれた「豊の国　大分」を生み出しています。

　また、最近では、「日本一のおんせん県おおい
た♨味力も満載」をキャッチフレーズに県内外に
観光等のＰＲを始めています。

２ ．災害発生状況
　九州は一般的に温暖多雨ですが、本県は山地が
海岸に迫っているため気候は複雑で、大きく ４つ
の気候区に区分されます。降雨は ６月から ７月の
梅雨期、夏から秋にかけての台風期に多く、集中
豪雨により著しい被害を受けることがあります。
　近年では昭和５７年、平成 ２年、 ５年、 ９年、２４
年に大きな水害が発生しており、特に平成２４年に
は ６回の降雨により１，８７４件、２１，９９０百万円の大
きな災害に見舞われました。
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３．平成２４年発生災害について
　平成24年 6 月30日から 7月14日にかけて、朝鮮
半島から九州北部付近に停滞した梅雨前線の影響
により、大分、福岡、熊本の ３県を中心に記録的
な豪雨となりました。
　 7月 3日から 4日にかけて、県の北部・西部を
中心に大きな被害が発生。また、 7月11日から14
日の豪雨は、気象庁の発表で「これまでに経験し
たことのないような大雨」と表現され、県の北部・
西部・中部を中心に大きな被害が発生し、後に「平
成24年 7 月九州北部豪雨」と命名されました。

　今回の記録的な豪雨により、県北部の中津市や
県西部の日田市では、二度の洪水により大きな被
害を受けたほか、熊本県阿蘇地方に隣接する竹田
市では、平成 2年以来の大災害となりました。
　県内各地で河川の氾濫や土砂災害が相次ぎ、中
津市、日田市、竹田市、玖珠町など県全体で、死者・
行方不明者 4名、住家の全・半壊など316棟、床上・
床下浸水は2,500棟を超えたほか、河川1,033箇所、
砂防設備221箇所など、公共土木施設にも甚大な
被害が発生しました。

アメダス総雨量の分布図（ 7月12日～14日）
（大分地方気象台「災害時気象資料」より）

大分県災害復旧事業の推移（S57～H24）
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４．復旧・復興推進計画の策定と人的支援
　被災後 1カ月が経過した 8月には、「大分県水
害対策会議」において、「復旧・復興推進計画」
を策定し、災害時応援協定に基づき、長崎、宮崎、
鹿児島の ３県から土木技術職員 3名を派遣してい
ただいたほか、本庁各課・室及び被災地以外の土
木事務所等から延べ74人の土木技術職員を被害の
大きかった中津・日田・玖珠・竹田の ４つの土木
事務所へ応援派遣しました。
　県工事については、翌年（Ｈ25）の梅雨時期（ ６
月末）までに概ね７０％の復旧が図られるよう目標
を定め、毎月の進捗管理を行い、道路に関する復
旧は８６％、河川に関する復旧は６８％、砂防に関す
る復旧は６１％の箇所で完成となりました。

５ ．災害復旧事業及び災害関連事業の採択
　平成24年の大分県内における被災状況は、梅雨
前線豪雨及び三つの台風による計 6度の異常気象
により、県・市町村の公共土木施設1,876箇所の
被害に対し、 8月20日から12月12日まで11次67班
に及ぶ災害査定が実施され、1,874箇所、219億 9
千万円余りの決定を頂きました。
　さらに、今回被害の大きかった、県北部の中津
市及び玖珠町で 5件［河川 3件、砂防 1件、橋梁
1件（地域関連を含む）］、県南西部の竹田市にお
いても 7件［河川 6件、橋梁 1件］の災害関連事
業が採択されました。

～

～
～

災害関連事業採択箇所 〔単位：百万円〕

地域関連事業箇所〔山国川（柳ヶ平橋付近）出水写真（H24. 7 . 3 ）〕

（出水後）
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６．河川激甚災害対策特別緊急事業の採択
　今回の豪雨により、筑後川水系花月川及び有田
川では、観測史上最高の水位を記録する洪水が発
生し、 7月 3 日の洪水では835戸の家屋が浸水す
る甚大な被害が発生しました。
　県管理区間の有田川については、浸水被害の大

きかった下流Ｌ＝7.1㎞区間において、直轄管理
の花月川と一体的に河川激甚災害対策特別緊急事
業が採択され、今後は、築堤や河道掘削による河
道断面の拡大及び橋梁や堰等のネック構造物の改
築により、浸水被害の防止・軽減に向け流下能力
の向上を図っていくこととしています。

地域関連事業箇所〔山国川（柳ヶ平橋付近）被災写真（H24. 7 . 5 ）〕
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７．おわりに
　今回、被災直後の情報収集、仮設資材の提供、
応急復旧に対する助言など国土交通省をはじめ、
関係機関のご支援・ご協力に深く感謝する次第で
す。さらに、大規模被災箇所や災害関連事業の工
法検討や事業採択における事前打合せから事業実
施にあたり国土交通省、財務省両省をはじめ関係
機関、関係者の方々から多岐に渡るご指導、ご援

助を賜りました。ここに改めて厚く御礼申し上げ
ます。
　今後も被災地の復旧・復興を加速させ、関係部
署との連携はもとより、国や被災市町と協力しな
がら、災害に強い県土づくりの実現に向けた取り
組みを推進してまいりますので、一層のご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

河川激甚災害対策特別緊急事業
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防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成25年11月16日

△平成25年12月 １ 日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

岡野　愛子 治水課指導監督係 道路局総務課総務係

吉田　延雄 内閣府大臣官房審議官（防災担当）（併）内閣府廃炉・汚染水
対策担当室次長（併）原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策チ
ーム事務局長補佐（併）経済産業省資源エネルギー庁付

大臣官房付（内閣府沖縄総合事務局次長）

尾澤　卓思 内閣府沖縄総合事務局次長 大臣官房付（併）内閣官房副長官補付参事官（併）復興庁統括
官付参事官

西川真紀子 水資源部水資源政策課総務係長 治水課指導監督係長

金子　裕則 総合政策局公共事業企画調整課施工安全企画室業務係長 水資源部水資源政策課総務係長

A 4 判　400頁　頒価4,000円（消費税込み）　送料協会負担

実務上手放せない本書をぜひお手元に一冊！

・最近の自然災害と防災・減災の取組みについて

・災害採択の基本原則について

・災害査定の留意点について

・災害事務の取扱いについて

　　　Ⅰ　災害復旧制度の概要

　　　Ⅱ　災害報告

　　　Ⅲ　災害事務の管理

　　　Ⅳ　国庫負担率の算定事務

　　　Ⅴ　災害復旧事業の予算

　　　Ⅵ　改良復旧事業等に対する補助制度

　　　Ⅶ　災害復旧事業費の精算と成功認定

内容案内

新刊ご案内

災害復旧実務講義集（平成25年度版）

平成25年 5 月発刊

・災害復旧における環境への取組について

・災害復旧事業の技術上の実務について
　　　――設計積算と工事実施――

・改良復旧事業の取扱いと事業計画策定について

・下水道における災害査定について

・福岡県　矢部川災害復旧助成事業

詳細については、公益社団法人 全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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１ ．日　　時
　平成25年１2月 5 日㈭ １３時～１５時

２ ．場　　所
　東京都千代田区平河町 ２－ 7－ 4
　　砂防会館別館 1 F「シェーンバッハ・サボー」
　　電話　０３（３261）８386

３ ．大会次第
　　⑴　開　　会
　　⑵　会長挨拶
　　⑶　議長選出
　　⑷　来賓挨拶
　　⑸　来賓紹介
　　⑹　災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
　　⑺　国土交通省災害対策概況説明
　　⑻　地方代表意見要望発表
　　⑼　大会要望決議採択
　　⑽　閉　　会

４ ．出席人員
　正会員につきましては、なるべく多数のご出席を
頂ければ幸いです。

　また、賛助会員の方も可能な限りご出席頂きます
よう、よろしくお願いいたします。

５ ．その他
　⑴　地方代表意見要望発表
　地方の代表者が、意見要望発表を行います。

　⑵　大会要望決議採択
　大会において災害復旧促進に関する要望決議
を行い、国会及び政府関係方面に出来るだけ要
望することとします。要望書は事務局が準備し
当日お渡しします。
　国会議員への要望は、昨年と同様各議員の出
身又は関係のある都道府県の方に対応して頂く
予定です。その予定のリストを事前に送付しま
すので、修正事項等があればご連絡下さい。
　なお、時間等の都合で対応が難しい場合は東
京事務所の方の対応でも差し支えありません。
　また、要望活動は極力当日の会議終了後お願
いします。
　国会議員以外の政府関係方面については事務
局一任とさせて頂きます。

協会だより

「平成２5年度 災害復旧促進全国大会」の
開催について（ご案内）

会場案内図

■地下鉄 永田町駅
　（有楽町線・半蔵門線・南北線）
　 4番出口 徒歩 1分

砂防会館
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　「平成２5年度 防災セミナー」の開催概要が下記の
とおり決まりましたので、お知らせいたします。

１ ．目　　的
　本防災セミナーは、防災対策や災害復旧業務に携
わる国土交通省や地方公共団体及び一般企業等の関
係職員及び防災エキスパート、ボランティア等防災
に関心を持つ一般の方々に対し、今後発生が予測さ
れる首都圏直下型地震や東南海地震等の大規模災害
に備え、防災体制等を強化するための一環として、
事前対策や発生時における危機管理等のあり方、そ
の後の復興 ･復旧計画等について、高度な専門知識
を有する学識経験者や行政担当者等からアドバイス
をいただくことを目的に開催するセミナーです。
　本年度は、国内外の災害対策の取り組みに関する
話題のほか、梅雨期に発生した山口・島根豪雨に関
する話題、巨大地震に備えた強いまちや住まいづく
りに関する話題、今年 ８月から運用が開始された特
別警報に関する話題等を中心にご講演いただきます。

２ ．開 催 日
　平成２6年 2 月 4 日（火）

３．会　　場
　東京都港区虎ノ門「発明会館ホール」

４ ．対 象 者
国土交通省・地方公共団体及び一般企業等の災害担
当職員 ほか（募集定員　３００名）

５ ．受 講 費
　受講料（テキスト代含む）　5,000円

６ ．協賛・後援の予定機関について
○協賛
　（一財）北海道河川財団
　（一社）東北地域づくり協会

　（一社）関東地域づくり協会
　（一社）北陸地域づくり協会
　（一社）中部地域づくり協会
　（一社）近畿建設協会
　（一社）中国建設弘済会
　（一社）四国クリエイト協会
　（一社）九州地域づくり協会
○後援
　・国土交通省　　　　・気象庁

7 ．本講習会は（一社）建設コンサルタンツ協会のＣ
ＤＰプログラムとして認定されたセミナーです。

※なお、参加申込書等詳細につきましては本協会
HPをご参照ください。

｢平成25年度 防災セミナー｣ の開催について

協会だより
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　日 程 表

9 ：30～10：00 受　　付

10：00～10：05 主催者挨拶　（公社）全国防災協会  会長　　陣内　孝雄

10：05～10：20 来賓挨拶　国土交通省 水管理・国土保全局 局長　　森北　佳昭

10：20～11：10 　　　　　内閣府 政策統括官（防災担当）付
  参事官　　青柳　一郎

我が国の災害対策について
　　― 災害対策基本法の改正を中心に ―

11：10～12：00 　　　　　国土交通省 中国地方整備局  企画部長　　足立　　徹

「山口・島根豪雨」への対応について
　　― 初動対応～復旧・復興に向けて ―

12：00～13：00 昼　食・休　憩 

13：00～13：45
　　　　気象庁 予報部 気象防災推進室 予報官　　五十嵐洋輔

特別警報の運用について

13：45～15：15 　　　　　都市基盤安全工学国際研究センター長
　　　　　東京大学  教授　　目黒　公郎 

地震災害に強いまちや住まいづくりの実現に向けて

15：15～15：30 休　憩

15：30～16：15 　　　　　国土交通省 水管理・国土保全局 防災課
  首都直下地震対策官　　宮武　晃司 

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画について

16：15～17：00 　　　　　国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課
  国際室長　　 天野　雄介

水と災害に関する国際的動向
　　― 各国で発生する水災害と取り組みについて ―

（注）講師の都合により、日程等の一部変更もあり得ますので、予めご了承下さい。
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B ５ 判　1,146頁　上製本　頒価6,400円（消費税込み）　送料協会負担

災害復旧工事の設計要領（平成25年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成25年版で57版を数えることになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化、施工パッケージ型積算方式への移行
等、社会情勢の変化とともにその都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計書を迅速か
つ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛ですが、実施設計書との乖離が生じないようにとの配
慮から、平成 ５年 ７月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、随時施工形態の変動へ
の対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が行われており、平成25年度の災害査定用歩掛の主な改正
内容は次のとおりです。

〔主な改正内容の概要〕
⑴　歩掛について
　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成25年度は「道路除雪工」、「トン
ネル工（NATM）」、「地すべり防止工」等で一部改定を行うとともに、 9工種の標準歩掛を廃止した。

⑵　建設機械等損料の改正
　岩手県・宮城県・福島県における復興事業等での施工状況等を考慮し、「ダンプトラック」等の ３機種について、運転
１時間当たり損料を ３％割増しした。

⑶　施工パッケージ型積算方式
　昨年10月に導入している63の施工パッケージ単価について物価変動に伴う標準単価および機労材構成比の改定を行っ
た。また、平成25年10月からは、新たに146の施工パッケージを設定する。なお、災害査定における施工パッケージ型積
算の取扱いについては、「平成25年度土木工事標準積算基準書」と合わせ、パッケージ型積算の導入によって廃止された
歩掛については、「平成24年度土木工事標準積算基準書」を災害査定設計標準歩掛表（同意歩掛）として取扱うことが出
来る。
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